
利害関係者の定義 

１． 規程 

NEDO では、NEDO 技術委員・技術委員会等規程（平成25 年度規程第10 号）（以下、規程という。）

第 25 条及び第 34 条それぞれの第 2 項において、利害関係者を次のとおり規定しています。 

【規程抜粋】 

２  利害関係者の範囲は、次の各号に定める通りとする。 

一 審査を受ける者の配偶者、四親等内の血族、三親等内の姻族若しくは同居の親族にある者 

ニ 審査を受ける者と大学・研究機関において同一の学科・研究室等又は同一の企業に所属して

いる者

三 審査を受ける者が提案する課題の中で研究分担者若しくは共同研究者となっている者又はそ

の者に所属している者 

四 審査を受ける者が提案する課題と直接的な競争関係にある者又はその者に所属している者 

五 その他機構が利害関係者と判断した者 

※ 上記の規程抜粋は採択審査委員会に関する記述であり、研究評価委員会に関する記述においては、「採択審

査」及び「審査」を「評価」に、「審査を受ける者」を「被評価者」に置き換えている。

２． 解説 

（１） 「審査を受ける者」及び「被評価者」とは

(ア) 「審査を受ける者」とは、NEDO が行う公募に対して、提案書を作成して応募してくる提案

者のうち、提案書に氏名が記載された研究者を言います。提案書のうち、研究者一覧に記

載されている研究者、事業実施体制において記載されている研究開発責任者は対象とな

りますが、提案書の表紙に記載される法人の代表者（社長等）は対象となりません。

(イ) 「被評価者」とは、中間評価や事後評価など、研究評価委員会において評価を行う際に、

NEDO の事業に参画して事業を実施している当事者を言います。評価を行う際に使用する

資料中に記載される実施体制において、氏名が記述されている人が対象となります。

（２） 第一号の「配偶者、四親等内の血族、三親等内の姻族若しくは同居の親族にある者」とは

ここでは、利害関係に相当する親族関係を定義しています。 

これは、特許庁の審査官の除斥に関する規定（特許法第 48 条）の一部を準用しています。 

また、条文中の 「同居の親族」でいう「親族」とは六親等内の血族、三親等内の姻族（民法

第 725 条）を指しています。 

詳しくは添付の親族関係表を参照してください。 

採択審査委員又は評価委員（以下、委員等という。）から見て、提案者又は実施者（以下、被

評価者という。）の中に当該親族関係にある人がいる場合は、当該委員等は利害関係者になり

ます。 

（３） 第二号の「大学・研究機関において同一の学科・研究室等又は同一の企業に所属している者」

とは

ここでは、委員等と、被評価者が同一の組織に属している場合を定義しています。 

① 委員等が大学に所属している場合

被評価者の中に、委員等が所属している大学・大学院の同じ学部学科･研究科専攻に

現在所属している人がいる場合は、当該委員等は利害関係者になります。



 

② 委員等が公的な研究機関に所属している場合 

被評価者の中に、委員等が所属している公的な研究機関の同じ研究部門や研究センタ

ー等に現在所属している人がいる場合は、当該委員等は利害関係者になります。 

③ 委員等が企業に所属している場合 

被評価者の中に、委員等が所属している企業及びその企業の連結決算の対象となる関

連会社に現在所属している人がいる場合は、当該委員等は利害関係者になります。 

 

（４） 第三号の「課題の中で研究分担者若しくは共同研究者となっている者又はその者に所属して

いる者」とは 

ここでは、NEDO と直接的な契約当事者となる被評価者に加えて、その再委託先（助成事業

の場合は助成先から見た委託先）や、共同研究を行う関係にある組織や人も、利害関係の範

囲に含まれることを定義しています。 

委員等が、こうした組織において、直接的に当該課題に関わっていることはもとより、この組

織に属している場合も利害関係者になります。 

被評価者の再委託先や共同研究先と委員等との関係については、前述の第 2 号の定義を

準用します。 

 

（５） 第四号の「課題と直接的な競争関係にある者又はその者に所属している者」とは 

ここでは、委員等が、被評価者から見て競争相手に該当する場合を定義しています。 

被評価者の実施内容に関する情報が当該委員等に伝わることによって、被評価者が競争上

不利益を被ることとなる場合は、当該委員等は利害関係者になります。具体的には次の例が

挙げられます。 

① 委員等が企業に所属している場合 

被評価者及びその再委託先あるいはその共同研究先と、委員等が所属する企業及び

その企業の連結決算の対象となる関連会社とが、市場において競合しているケース。 

② 委員等が大学や公的な研究機関に所属している場合 

被評価者及びその再委託先あるいはその共同研究先と、委員等が所属する研究室・研

究グループとが、学術的に競合しているケース。 

 

（６） 第五号の「その他機構が利害関係者と判断した者」とは 

上述のほか、例えば、次の事例にあるように、委員等と被評価者とが利害関係にあると

NEDO が判断する場合をいいます。 

① 当該課題と関係の深い内容について被評価者と委員等が論文共著になっている場合 

② 当該課題に係る計画検討など立ち上げ段階において委員等が推進的立場にあった場合 

③ 大学や公的な研究機関に所属している委員等が別途に密接な協力関係を築いている企

業と、被評価者及びその再委託先あるいはその共同研究先とが、市場において競合して

いる場合。 

 

 



  

【親族関係表】 

父母(1) 

祖父母(2) 

子(1) 

本人

五世の祖(5)

六世の祖(6)

曾祖父母(3)

高祖父母(4)

曾孫(3) 

孫(2) 

玄孫の子(5)

玄孫(4) 

玄孫の孫(6)

配偶者② 兄弟姉妹(2)

配偶者③ 

甥姪(3) 

甥姪の子(4)

甥姪の孫(5)

甥姪の曾孫(6)

おじおば(3) 配偶者③ 

いとこ(4) 

いとこの子(5)

いとこの孫(6)

いとこおじ
いとこおば(5)

はとこ(6) 

大おじ
大おば(4)

高祖父母の孫
(6)

高祖父母の子
(5)

五世の祖の子
(6)

父母① 

祖父母② 

配偶者の子① 

配偶者 

曾祖父母③ 

配偶者の曾孫 
③

配偶者の孫② 

配偶者① 

配偶者② 

配偶者③ 

配偶者① 

配偶者② 

配偶者③ 

おじおば③ 

兄弟姉妹②

甥姪③ 

本人と同居している場合に限り利害関係に該当します。 

〔注意〕 

・ 点線は配偶関係を表します。 

・ 数字は親等を表します。 

・ 数字の( )は血族を、○は姻族を表しています。 




